
千曲市　令和6年度「物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金」実施計画書

物価高騰対策重点
支援給付金給付事
業

－ 4,690

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の方々の生活を維持する。
②低所得世帯への給付金及び事務費
③R５,R６の累計給付金額
R５年度分の住民税非課税世帯　4616世帯×70千円　　のうちR６計画分
④R５年度分の住民税非課税世帯　（4616世帯） R6.2 R6.4

対象世帯に対して令和
6年2月までに支給を
開始する

ホームページ、広報誌等

給付金・定額減税
一体支援事業

－ 510,403

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の方々の生活を維持する。
②低所得世帯への給付金及び事務費
③R５,R６の累計給付金額
令和５年度均等割のみ課税世帯　1352世帯×100千円、令和６年度非課税化世帯　608世
帯×100千円、令和６年度均等割のみ課税化世帯　352世帯×100千円、子ども加算
690人×50千円、定額減税を補足する給付の対象者　17406人　(415240千円）　　の
うちR６計画分
事務費　39463千円
事務費の内容　　[需用費（事務用品等）　役務費（郵送料等）　業務委託料　人件費　として支
出]
④低所得世帯等の給付対象世帯数（2312世帯）、定額減税を補足する給付の対象者数
（17406人）

R6.4 R6.11
対象世帯に対して令和
6年7月までに支給を
開始する

ホームページ、広報誌等

№2事業（事務費） － 4,040

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の方々の生活を維持する。
②低所得世帯への給付にかかる事務費
③事務費　4,040千円[需用費（事務用品等）　役務費（郵送料等）　業務委託料　として支
出]
④低所得世帯等の給付対象世帯数（2312世帯）、定額減税を補足する給付の対象者数
（17406人）

R6.4 R6.11
対象世帯に対して令和
6年7月までに支給を
開始する

ホームページ、広報誌等

事業の概要(①②③④を必ずそれぞれの項目毎に明記)
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

事業
始期

事業
終期

交付対象事業の
名称

総事業費
（千円）

推奨事業
メニュー

成果目標（可能な限
り定量的指標を設

定）

実施状況の公表等に
ついて（HP,広報紙な

ど）



千曲市　令和6年度「物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金」実施計画書

事業の概要(①②③④を必ずそれぞれの項目毎に明記)
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

事業
始期

事業
終期

交付対象事業の
名称

総事業費
（千円）

推奨事業
メニュー

成果目標（可能な限
り定量的指標を設

定）

実施状況の公表等に
ついて（HP,広報紙な

ど）

千曲市生活応援
クーポン券事業

③消費下支
え等を通じ
た生活者支
援

140,000

①原油価格・物価高騰により生活に影響を受けている生活者を支援し、地域経済を活性化さ
せることを目的に、全市民に対し1人2,000円分の市内店舗等で利用可能なクーポン券を
配布する。併せて、母子手帳の交付を受けた妊婦に対して同様に配布を行う。
これにより、家計の負担が軽減され、地域経済が活性化する効果が見込まれる。
②役務費、委託料、負担金補助及び交付金
③クーポン券還元費用交付金116,400千円（通常分58,000人×@2,000円、妊婦分
200人×＠2,000円）、事務委託料7,700千円（取扱い店舗募集・換金等事務費用、印刷関
係費用等）、役務費15,900千円（郵送料 25,200通×＠630円）
④市内事業者、市内生活者

R6.4 R6.12
クーポン券換金（使用）
率：97％
取扱店舗：380店舗

市報、市ホームページ、
公式Twitter、チラシ、
懸垂幕、取扱店舗ポス
ター

学校給食食材費高
騰支援事業

②エネル
ギー・食料
品価格等の
物価高騰に
伴う子育て
世帯支援

30,171

①長期的な原油価格・物価高騰に直面しているが、保護者の負担を増やすことなく、これま
で通りの栄養バランスや量を確保して安定的な学校給食を提供するため、高騰する食材費
の増額分について支援する。
②需用費
③高騰した分の食材購入費（教職員・センター職員分は除く）
学校給食賄材料費　30,171千円（1食あたり34円×887,376食）
第1学校給食センター分2,728人×210日×34円＝19,477,920円
第2学校給食センター分1,512人×208日×34円＝10,692,864円
物価高騰が顕著になる前の令和3年副食代187.11円にR5年の物価指数1.118を乗じて
得た額が209.18円となるため、令和5年度副食代174.60-209.18＝△34.58円のう
ち、34円を支援額として算定
④市内小中学校に通う児童の保護者

R6.4 R7.3

価格高騰分への補助
を行い、令和６年度中
の給食費値上げ額を０
円とする。

市報、市ホームページ
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事業の概要(①②③④を必ずそれぞれの項目毎に明記)
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

事業
始期

事業
終期

交付対象事業の
名称

総事業費
（千円）

推奨事業
メニュー

成果目標（可能な限
り定量的指標を設

定）

実施状況の公表等に
ついて（HP,広報紙な

ど）

公立保育園給食食
材費高騰支援事業

②エネル
ギー・食料
品価格等の
物価高騰に
伴う子育て
世帯支援

4,356

①食料品等の価格高騰が長期化する中、価格高騰分を保護者に転嫁することなく、今までど
おり栄養バランスがとれた安心安全な給食を公立保育園の園児に提供するため、材料費の
価格高騰分について支援を行う。
②需用費
③保育園給食賄材料費（高騰した分の食材購入費）（保育士等職員分は除く）
15円（１食あたり高騰分）×22日×12ヶ月×1,100人＝4,356,000円
R3（決算）　月額5229円/22日＝238円
（物価高騰が顕著になる前の年であるR3を採用）
R6（見込）月額5566円/22日＝253円　前々年度比：15円増
④公立保育園11園に児童を預ける保護者

R6.4 R7.3

公立保育園園児数
1,100人を対象として
支援し、保護者へ物価
高騰分の転嫁を行わ
ない

市ホームページ

私立保育園給食食
材費高騰支援事業

②エネル
ギー・食料
品価格等の
物価高騰に
伴う子育て
世帯支援

1,980

①食料品等の価格高騰が長期化する中、価格高騰分を保護者に転嫁することなく、今までど
おり栄養バランスがとれた安心安全な給食を私立保育園の園児に提供する。
②負担金補助及び交付金（給食賄材料費物価高騰対策事業補助金）
③高騰した分の食材購入費（保育士等職員分は除く）
補助額：１食あたり15円（公立保育園と同じ）
15円（１食あたり高騰分）×22日×12ヶ月×500人＝1,980,000円
④私立保育園４園、認定こども園２園、小規模保育施設２園　計８園に児童を預ける保護者

R6.4 R7.3

私立保育園園児数
500人を対象として
支援し、保護者へ物価
高騰分の転嫁を行わ
ない

市ホームページ


